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不確実性下の地域間租税帰着*)

角 野 浩

1.はじめに

現代の租税帰着の理論的分析は,Harberger[7]による二部門 (二財 ･二要素)モデルを用い

た一般均衡分析がその出発点 となり,Harbergerモデルの問題点の克服と拡張 という形でその展

開をみている.

この中の最も新しい展開の 1つは,Batra[6],RattiandShome[20],池田 [3]等によっ

て検討された経済に不確実性が存在する下で,生産要素の完全移動を仮定した静学的租税帰着分

析である.他方,Harbergerの分析の 1つの拡張として,少なくとも1つの生産要素が短期的に

産業間を移動することが不可能な状況における帰着分析が行なわれている.すなわち,McLure

[13],[14],[15],本間 [8]等によって展開された地域間租税帰着分析である
い

本稿の目的は,上記の2つの視点の結合をはか り,その状況下での帰着分析を試みることであ

る.すなわち,経済に不確実性が存在し,かつ少なくとも1つの生産要素が短期的に移動不可能

であるような状況下において,各産業の租税の改変が各要素所得にどのように帰着するかを分析

しようとするものである.

また本稿の分析は,Harbergerモデルの1つの欠点としてShovenandWhalley[23],Vanden･

dorpandFriedlander[24],BallentineandEr主s[4],本間 [8]等が指摘 しているように,

分析の出発点において,租税体系が存在することを前提 とすべきであるという点に従 うものであ

る.

以下本稿の議論は次のように展開される.まず次節では,不確実性と生産要素の産業間移動に

制約が存在する経済モデルを提示する.第 3節では,Jones[10]の手法に従って分析の基本的な
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方程式体系を導出する.第4節では,前節の基本方程式から導かれる租税の帰着に関する結果を

整理し,それを命題として与える.最後に第5節では,本稿の結果と,不確実性のない地域間租

税帰着分析および不確実性下の静学的租税帰着分析について比較し,分析を要約する.そして,

残されたいくつかの問題を整理したうえで結びとする.

2.モデル

本稿で想定する経済には,2つの生産要素が存在し,両要素によって生産を行なう2つの産業

が存在する.そして一方の産業には,その生産技術に不確実性が存在し,また生産要素の1つは

短期的に産業間を移動不可能であると想定される.このような生産側に起因する不確実性は,例

えば突発的な地震 ･異常気象等の自然災害,設備の故障 ･破損,火災等による設備の消失,また

は労働者の質の変化等があげられよう.また,要素の産業間移動の不可能性は租税帰着分析モデ

ルにしたがって二地域からなる競争的経済を考え,一方の要素が短期には移動不可能としよう.

二要素は資本と労働とし,ここでは労働が移動不可能要素とする.

さて第j地域 (i-1,2)には,第j産業が存在し,第j産業は第j財を生産する.各産業は,労働

i,および資本K,を利用する.ここで要素が完全利用されるとすれば,本稿の短期的なモデルでは

各産業の労働雇用量は一定になる.他方,資本は短期的にも産業間を移動することが可能であり,

収益率の最大化を求めて移動するものとする.

また,不確実性が存在するのは第 1産業であり,前述のようにBatra[6],RattiandShome

[20]にしたがって生産技術に不確実性が存在していると仮定する.一方,第2産業にはこのよ
2)

うな不確実性は存在しないとする.

次に,不確実性産業の行動を考えよう.まず生産技術は要素投入に関して一次同次で,収穫不

変的であり,不確実性は同産業が生産を行なう際に存在するとし,_投入一産出関係を以下のよう
3)

に仮定しよう.

X.-aF.(L"Kl) (1)

ただしX.はこの産業の生産物の生産量である.ここでαが,確率密度関数g(α),期待値Elα]-

a-を持つ確率変数であり,不確実性を表す.ただしα>0とし,αは産業の意思決定が及ばない外

生的な要因を表している.また同産業は価格受容者であり,生産活動の大小によって,ど(α)の曲

線の形状は変らないと考える.

2) 以下,第 1産業を不確実性産業,第 2産業を確実性産業と呼ぶ.

3) Batra[6],RattiandShome[20],池田 [3]参照.
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不確実性産業には,その労働者雇用に対して課される雇用税,および資本費用を課税対象とす

る利潤税の両税が課されているとし,それぞれ TL.-(1+雇用税率),TK.-(1+利潤税率)とする.

そこで不確実性産業の利潤 (7rl)は次のように表される.

7rl-PIX1-(TLlu)lLl+TKlrKl) (2)

ただし,Plは不確実性産業で成立する生産物価格,wlは同産業で成立する賃金率(本稿のモデル

では労働の移動不可能性の仮定から,賃金率が両産業で一致する保証がない), rは両産業に共通

な利潤率である.

不確実性産業の目的は,前述のようにBatra[6],RattiandShome[20]に従って,従来の

利潤最大化ではなく,期待効用ElU(7Tl)】の最大化であるとし,また同産業は危険回避的であると

仮定する.したがって,その効用関数 U(7rl)は単調増加な凹関数 (U′(7rl)>0,U"(7rl)<0)と仮定さ

れる.よってこの産業の行動は次のように表される.

MaxE[U(PIX1-(TLIWILl+TK.rKl))】
LI.K1

4)5)
(3)から期待効用の最大化のための1階条件が次のように導かれる .

TLIW1-8PIFLI TK.r-CPIFKl

(3)

(4)

ただしFL.…∂Fl/ail,FKl…∂Fl/aK.であり,Pl,Wl,Yは,確率変数ではないから,βは次のよ

うに定義される.

♂-蔓 蒜 競 1, 0
(5)

6)
βは生産技術不確実性に直面した産業の ｢リスク･マージン(riskmargin)｣と考えられる.

次に(1)の生産関数の一次同次性から次のオイラー方程式が成立する.

Xl-aFl(Ll,Kl)-aFL.Ll+aFK.Kl

4) (4),(5)の導出は,数学付録1参照.

5, wL-努 一 宮 (4)･

6) Batra[5],Sandomo[22],酒井 [21],池田 [3]参照.

- 81-

(1)′



さらに(1)′が(4)の1階条件に適用できるのは,(1)′の期待値をとった時であるから,最終的には
7)

次の関係が成立する.

CP1-a-TLluJlaLl+TKlraKl (6)

ただしXl-Elxl]-a-Fl(Ll,Kl)と定義し,aLl…L.拷 ,aKl…Kl/Xlとする.またこの産業の利潤

(7rl)は,(2)を考慮すれば次のように表される

7Tl-(α-β)PIFl-(1/al(α-β)PIXl

8)

(2)′

次に確実性産業について考えよう.生産関数は一次同次とし,投入一産出関係は次のように表

される.

x2-F2(L2,K2) (7)

ただしx 2はこの産業の生産物の生産量である.この産業でも雇用税および利潤税の両税が課さ

れているとし,それぞれ TL2-(1+雇用税率),TK2-(1+利潤税率)とする.

したがって租税制度下の確実性産業の利潤 (7C2)は次のように表される.

7r2-P2X2-(TL2W2L2+TK2rK2) (8)

ただしP2は確実性産業の生産物価格,W2は同産業で成立する賃金率である.また同産業の目的は

利潤最大化であり,次のように表される.

聖aKV 2X2-(TL2W2L2+TK2rK2)

9)
(9)から利潤最大化のための1階条件が次のように導かれる.

TL2W2-P2FL2 TK2r-P2FK2

7) (6)の導出は,数学付録2参照.

8) (2)′の導出は,数学付録3参照.

9, l〟2-署 一 宮 (10,′
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10)

ただしFL2…∂F2/aL2,FK2…aF2/aK2である.また(8),(9)から以下が成立する.

P2-TL2W2aL2+TK2YlaK2 (ll)

ただしaL2…IL2/x2,aK2…K2/x2とする.

次に,要素市場について述べておこう.労働および資本の両要素は,完全に利用されるものと

仮定される.そこで次の関係が成立する.

i-aL.Xl+aL2x2, (IJ.-aL.Xl,L2-aL2x2)

K-aK.X.+aK2x2, (Kl-aK,Xl,K2-aK2x2)

最後に需要側の行動を体系に導入することにしよう.不確実性の存在するモデルでは,その生

産物価格がどのように決定されるかが 1つの要点である.ここでは,RattiandShome[20],池

田 [3]の考え方に従って,生産物市場のauctioneerは期待供給量と期待需要量が等しくなるよ

うに生産物価格を設定すると仮定しよう.さらに,租税帰着分析で利用される仮定に従って,財

の需要者である家計および政府の選好が同一であり,相似拡大的 OIOmOthetic)な効用関数でそれ

が表されると考える.したがって財貨の需要比率は,

i-H(A) (14)

で表され,H′(P2/Pl)>0である.

以上の体系は,[(6),(ll)],[(12),(13)],(14),[(2)′,(5)]の4個の方程式に集約することがで

きるから,内生変数は,P2/P"wl/r,u)2/r,βの4個と考えられ 体系は完結する.

3.分析の準備

本節では,前節のモデルにおける各変数がどのように関係づけられているかを,Jones[10],

AtkinsonandStiglitz[1]に従って変化率方程式で示すことによって明らかにし,租税帰着分

析の準衛をしよう.

10) (ll)の導出は,数学付録4参照.
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(i) 第 1に要素価格と産出量の関係を考えよう.まず (12),(13)の両辺を全微分して変化率方

程で表せば,次式を得る
illE

AL,jEl+AL2X2--(ALlaAL.+AL2a-L2)

AKIXl+)K2X2--(ん a-Kl+)K2a-K2)

ただし ｢ー｣は,たとえば,K2-dx2/x2であり,x2の変化率を表す.また

･十 ･I,i.ll II.IIJ'

･L2- 響 -ち上'

)"+Ai2-1,i-i,K

･K.-貸 旦〟

･K2-響 一 旦K

(15)

(16)

であり,生産要素の各産業-の分配率を示す.ただし仮定からAL,(j-1,2)は一定である.

第2に各産業は期待効用または利潤最大化の背景で同時に単位費用 C,≡TL,W,.aL,+TK,ran,(j
12)

-1,2)を最小化している.したがって次の関係が成立する.

OL,aAL,+CK,a-K,-0,j-1,2

cL,-畢 oK,-響 ,j-1,2

ただし

(17)

(18)

と定義され,各産業の生産物価値の各要素に対する分配率を示す.そこで,(6),(ll),(18)から次

の関係が導かれる.

(a-/P)(Oil+OK.)-1

ll) (12)′,(13)′の導出は,数学付録5参照.

12) (17)の導出は,数学付録6参照.
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OL2+OK2-1

他方,各産業の要素代替弾力性 oj(i-1,2)の定義から

aAL,-a-N,--6,(由 ,- r-)-oj(TL,-TK,),i-1,2

13)
の関係が得られる.

14)
以下を総合すると,(17)～(20)から aAl,(i-L,K;i-1,2)が次のように導かれる.

aAL-≡-(a-/8)OK-61(a l- r̂)-(aljg)OK.6.(TLl-TK.)

aAK.≡(a-/P)OL161(ii).-r̂)+(a-/8)OL16.(TLl-TKl)

aAL2…-OK262(痴21rA)-OK262(fL2-fK2)

âK2…OL262(lD2-rA)+OL262(fL21fK2)

そこで(21)～(22)′を(12)′,(13)′に代入し,最終的に次の関係を導くことができる.

AL.X.+AL2x2-(a-/8)ALIOK161(由 .- r-)+AL20K262(iD2-rA)

+(a-/P)AL.OK161(TLr TKl)+AL28K202(TL2lTK2)

AKIXl+)K2x2-(a-/8)AKlOLIOr.(21)11戸)+AK2OL262(由2-rA)

+(ale)AileLlCl(TL.-TKl)+AK20L262(TL2-T,{2)

(19)′

(20)

(21)

(22)

(21)′

(22)′

(12)′′

(13)′′

(ii) 生産物価格と需要価格の関係を考えよう.まず不確実性産業の生産物一要素価格関係式で

ある(6)に全微分をほどこして(17),(18)を使えば,

P.-(ale)(OL.iDl+OKlr̂)+(a-/P)(OL.fL.+OK.TKl)-β

13) Jones[9],[10]参照.

14) (21)～(22)′の導出は,数学付録7参照.
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15)
が導かれる.同様に確実性産業の生産物一要素価格関係式である(ll)に全微分をほどこして

(17),(18)を使えば,

P2-(OL21b2+OK2i;)+(OL2TL2+OK2TK2) (ll)′

が導かれる.

次に需要比率を表す(14)は,Jones[10],AtkinsonandStiglitz[1]に従えば,需要代替弾

力性(OTD)によって表現可能であり,需要一価格関係が次のようになる.

xl-X2-- 6,(i .lj52) (14)′

GiD 以上の関係を統合し,各租税の税率変化が各産業 (各地蟻)で成立する賃金 ･利潤率比に与

える影響を示す関係式を導出しよう.すなわち,ここでの目的は,上記の各関係式から,Xl,x2,

P,(j-1,2)を消去し,rA,ii),,Tl,(i-上,K;i-1,2)だけからなる関係式を導 くことである.

まず (12)′′および(13)′′から次の関係が得られる.

･̂ " 1 -璃 ]- (- [1 - 1】[W;1･ E262ll - 1,lW;2]

･(a-/8,ElOll1 - 1,lTfi･.]･ 6262[1 -1,[;:22] (23)

16)

ただし刷 ,El･(i-1,2)は以下のように定義される.

可 二三t. 二三22

-AL.lAK,

El=ALleKl+)N-Oil>O

E2≡AL28K2+)K2βL2>0

第2に(6)′および(ll)′から次の関係が得られる.

15) (6)'の導出は,数学付録8参照.

16) 不確実性産業 (第 1産業)が,労働集約的ならば,[)LF>0,また資本集約的ならばlAr<0.
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･1 - 1 ] [許 (a-/B,leL. eKl･[:1- loL2 0K 2, lW; 2]

･･(a-/8,lOLl eKl,[真 二]-[CL2 8K 2,li ;22] 1 6

(24)

第3に(14)′に(24)を代入すれば

･1/CD,[1 - 1 ･[霊 ]--(a-/p,lOLl OK t･[:1 ･ l o L 2 8K 2, [:̂ 2]

二(a-/p,loll eK l･lT夏 .1]･lOL2 0K 2,[芸 22]･p- (25,

が導かれる.

(23)と(25)からX"x 2を消去すれば,次の関係が得られる.

rAlC,β-(aL/C)lql-ワ2]

la,-1]･ lq3 -74,[af2]

+(a-/P)[ク. - ワ2]
[芸 1.]･[73 - 74,lTfi22]

(26)

ただしヮZ.(i-1-4)は以下のように定義される.

ql…6161+IAleL.6D

772…ElOl- fA IOK.OD

73--E?621 lAIoL26.

甲｡…E262+IAlOK26D

最後に不確実性要因が各産業で成立する賃金 ･利潤率比に与える影響を示す関係式を導出しよ

ラ.
17)

まず (2)′と(5)を全微分して整理すれば次の関係式が導かれる.

17) (27)の導出は,数学付録9参乳 ただし,P.…1と正規化する.
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((ElU′′(7rl)(α-β)](Xl/a-)+ElU′(7rl)])β)6+(-ElU"(7rl)(α-β)2】(x./al)X1-0 (27)

ここで不確実性産業は危険回避的であり,かつArrowandPrattによる絶対的危険回避減少仮説
18)

の下では,次の関係が成立する.

ElU"(7rl)(α-β)】>0

また(12)′,(13)′,(21)～(22)′から,x 2を消去すれば次の関係が得られる.

･̂ LXl-(a-/8,8ll1 -1･la; ]･ 8 2[1 - 1 ･ la,: ]+(a-/8,83ll - 1,lTf ill]

･抽 一服

(28)

(23)′

ただし81(i-1-4)は,以下のように定義される.

81=ALlAK20J{161

82≡AL2AK20K262

83≡AL2AKlOL161

84=AL2AJ{20L262

したがって,(27)に(26),(23)′を代入すれば次の関係が得られる.

･El - E2,lW;Al]･l E 3 -E4,[a,_2]--lE5 -E6,lTf i l.]-lE7 -68,[;;22] (29,

ただしE【(i-1-8)は,以下のように定義される.

包…(ElU′′(Hl)(a-β)]Xl'ElU′(wl)]ai私+ト ElU′′(Hl)(α-β)21(jEl/8))816D

f.3…(ElU"(Hl)(a-β)](jEl/aJ)'ElU'(Hl)]a-)伽1+(-ElU"(Hl)(α-β)2](xl/aI))820D(2)

18)(28)の証明は,数学付録10参照.Arrow[2],Pratt[18],RattiandShome[20],酒井 [21],池田[3]

参照.
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765,…tElU′′(Hl)(α-β)]Xl+ElU'(Hl)]a-)私+(-ElU′′(wl)(α-β)2](xl/P))836D

E7≡(ElU′′(7rl)(α-β)】(Xl/♂)+ElU'(7rl)]a-)伽.+ト ElU"(7rl)(α-β)2](x./a-))8.OD
(8) (2)

(29)は各租税項目の税率変化が,各産業の賃金 ･利潤率比にどのように影響を与えるかを表し

ており,これで最終的に求める関係式が得られたことになる.この関係式がどのような租税帰着

を含んでいるかは,節を改めて検討することにしよう.

4.不確実性と地域間租税帰着

本節では,租税の影響の基本方程式 (29)に基づいて,生産技術不確実性と要素移動不可能性が

存在する経済の租税の帰着がどのようであるかを要約し,整理しよう.

まず不確実性産業 (第 1産業)に課される租税帰着から考えよう.まず同産業-の雇用

税の影響をみるために,TK.-TL2-TN2-0とおけば次の関係が成立する.

612bl+E312)2-(E2+E｡)r̂--E5TL. (30)

(30)からEl(i-1-8)が正であれば,TLlの上昇は,ibi(i-1,2)の減少と 戸の上昇を導 くことが

わかる.Elの定義,および(29)を思い出すと6,が十分小であれは,E.･(i-1-8)が正であること

がわかる∴この結果を次の命題として示しておこう.

[命題 1]絶対的危険回避減少仮説の下において,需要代替弾力性が十分に小さければ,不確実

性産業に対する雇用税の増税は,経済全体の賃金 ･利潤率比を下落させる.

次に不確実性産業への利潤税の影響をみるために,㌫ 1-㌔ 2-㌔ 2-0とおけば,次の関係が成

立する.

El由.+E,由2-(E2+E｡)r̂-E6TK. (31)

よって(31)で,E,(i-1-8)が正であれば,TKlの上昇は,由{(i-1,2)の上昇と rAの減少を導 く.

前述のように, obが十分小であれば, E,(i-1-8)は正になる.この関係を次の命題として示し

ておこう.

[命題 2]絶対的危険回避減少仮説の下において,需要代替弾力性が十分に小さければ,不確実

性産業に対する利潤税の増税は,経済全体の賃金 ･利潤率比を上昇させる.
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次に確実性産業への雇用税の影響をみよう.前述と同様にして ㌫1-㌔1-㌔2-0とおけば,吹

の関係が成立する.

E.由l+E3lD2-(E2+E｡)ダニ-E7fL2 (32)

従って(32)で,Ei(i-1-8)が正であれば,T L2の上昇は,li)Z(i-1,2)の減少と 戸の上昇を導く.

前述のように,CDが十分小であれば, El･(i-1-8)は正になる.この関係を次の命題として示し

ておこう.

[命題 3]絶対的危険回避減少仮説の下において,需要代替弾力性が十分に小さければ,確実性

産業に対する雇用税の増税は,経済全体の賃金 ･利潤率比を下落させる.

最後に確実性産業への利潤税の影響をみるために,TLl-TKl-TL2-0とおけば,次の関係が成

立する.

El由.+E3lD2-(E2+E｡)r4- E8TK2 (33)

従って(33)で,El(i-1-8)が正であれば,TK2の上昇は,iDi(i-1,2)の上昇と r̂の減少を導く.

前述のように,6,が十分小であれば, El(i-1-8)は正になる.この関係を次の命題として示し

ておこう.

[命題4]絶対的危険回避減少仮説の下において,需要代替弾力性が十分に小さければ,確実性

産業に対する利潤税の増税は,経済全体の賃金 ･利潤率比を上昇させる.

以上,本節では不確実性下の地域間租税帰着を,いくつかの条件の下で導いてきた.しかし,

本節の結果は,それらの条件の下においても伝統的な帰着分析の結果を大きくくつがえすもので

はないことが明らかとなった.したがって,短期的に労働が産業間で移動不可能で,かつ一方の

産業の生産技術に不確実性が存在しているような経済において,両産業が両要因を考慮した上で

課税に対処する行動についての一つの指針を得たと言えよう.

5.結び

本稿では,生産要素の1つである労働が,短期的に産業間を移動することができないという想

定のもとで地域間租税帰着モデルを定式化したうえで,産業の生産技術に不確実性が存在する状

況を考え,これら2つの視点を結合した不確実性下と地域間租税帰着の分析を試みてきた.そこ

で,次に本稿の結果を確実性下の地域間租税帰着を分析した本間[8],および不確実性下で要素
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の完全移動を仮定した静学的租税帰着を分析した池田 [3]の結果を比較して,本稿の分析にお

ける仮定の変更が,どのような差異をもたらしているかを検討し,分析結果を要約しておこう.

そして,最後にいくつかの残された問題について整理しておこう.

まず,確実性下の地域間租税帰着を分析した本間 [8]の結果と本稿の結果を比較しよう.本

間の分析は,産業間移動が不可能な要素である労働に対する結果は,第 1および第 2産業のいず

れの雇用税の増税も,経済全体の賃金 ･利潤率比を確実に下落させることを示している.本稿で

は,いずれの産業の雇用税の増税も,絶対的危険回避減少仮説の下で,需要代替弾力性が十分に

小さい場合に本間と同じ結果,すなわち,経済全体の賃金 ･利潤率比を下落させることを示して

いる.つまり,本間の結果に対して不確実性を導入した本稿では,産業の不確実性に対処する行

動および需要側の行動に,より強い制約を課すことによって同じ結果が得られている.

次に,不確実性下で要素の完全移動を仮定した静学的租税帰着を分析した池田 [3]の結果と

本稿の結果を比較しよう.池田の分析は,不確実性産業の雇用税の増税が,絶対的危険回避減少

仮説の下で,その産業が労働集約的であるか,または需要代替弾力性が小さい場合に経済全体の

賃金 ･利潤率比を上昇させることを示している.つまり,本稿は池田の結果のうち需要代替弾力

性が小さい場合と同じ結果が得られることを示している.

これらの差異の理由としては,本稿の分析の中で絶対的危険回避減少仮説および需要代替弾力

性が小さい場合との2つの条件は,1つの十分条件であったと考えられよう.また,2つの条件

相互の影響について詳しく探ってゆくことが,差異の理由を明らかにしてくれるかもしれない.

もちろん,2つの条件が成立する現実の経済社会および他の条件について明らかにすることは,

さらにきめ細かな分析結果を得ることになろう.

最後にいくつかの残された問題を整理し,結びとしよう.第 1は,産業の不確実性に対処する

行動として,本稿では危険回避的なものだけを想定した｡しかし危険中立的もしくは危険愛好的

な行動を想定すれば,租税帰着に大きな影響を与えるかもしれない.

第2に,本稿では不確実性要因が生産技術にあるとしたが,需要側,例えば市場構造に不確実

性要因があると仮定すると,需給均衡がどのように表され,その場合の租税帰着がどうなるかは

関心のある問題であろう.

第3に不確実性要因の大きさが帰着にどのような影響を及ぼすかも関心のある問題であろう.

これらの残された問題を検討することは,今後の課題である.

数学付録 1

(3)をL.に関して偏微分すれば, 1階条件は,

∂ElU(7Tl)]/aL,1…ElU′(7rl)(PlαFLl-TLIWl)]-0
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と表されるから,

ElU'(7T.)]TLIWl-ElU'(7rl)a]PIFL.

したがって,両辺をElU'(7rl)]で割れば次のように表される.

TLluJl-βPIFLl

ただし,β…ElU'(7rl)α】/ElU'(7rl)]

同様にして,(3)をKIに関して偏微分すれば, 1階条件が得られる.

数学付録 2

不確実性産業の生産関数 Fl(Ll,K.)は,一次同次であるから次のオイラー方程式が成立する.

X.-aFl(IJ"Kl)-aFL.IJ.+aFKIKl

(A.1)の両辺にβP.を乗じれば,

βPIX.-aePIFl(Ll,Kl)-αβPIFL.Ll+αPPIFKIKl

となるが,(4)の 1階条件に適用できるのは,期待値をとった時であるから

CPIElXl]-a-BPIFl(i.,K.)-aJβPFL.Ll+a-βPIFK.Kl

が成立する.(A.1)′に(4)を代入すれば

CPIXl-a-TLIWILl+a-TK.rKl

であり,ただし,Xl-Elxl]-a-Fl(L.,Kl)とする.よって,(A.2)から次式を得る.

βPl-a-TLIW.ail+a-TK.71aK.
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数学付録 3

(A.2)から次式が得られる.

､(β/a-)pIXl-βPIFl-TLlu,lil+TKlrKl

さらに(2)と(A.2)′から次式が得られる.

7rl-PLαFl-(TLlu,.Ll+THlrKl)

-(α-β)pIFl-(1/al(α-β)PIX.

数学付録 4

F2(L2,U2)は一次同次であるから次のオイラー方程式が成立する.

x2-F2(L2,K2)-FL2L2+FK2K2

(A.3)の両辺にP2を乗じれば,

P2x2-P2F2(L2,K2)-P2FL2L2+P2FK2K2

となる.これに(10)を代入すれば,

P2x2-TL2u)2L2+TK2rK2

であり,(A.4)から(ll)が得られる.

P2-TL2u)2aL2+TK2raK2

数学付録 5

(12)′の導出 :(12)の両辺を全微分すれば次式が得られる.

AL,Xl+AL2X2--(ALlaAL.+AL2a-L2)
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(13)′の導出 :(12)′の導出と同様にして次式が得られる｡

AKIXl+)K2X2- -(AKlaAKl+)K2âK2)

数学付録 6

各産業の単位費用は,

Cj=TL,W,aL,+TK,raK,,j-1,2

(13)′

(A.6)

と表される.各産業は単位費用を最小化していなければならないから,(A.6)に全微分をほどこせ

ば,

dC,≡TL,W,daL,+TK,rdaK,-0,i-1,2

が成立する.そこで(18)を使えば次式を得る.

OL,aAL,+OKjaAK,-0,j-1,2

数学付録 7

(21),(22)の導出 :(17)から次の2式が得られる.

aL,-増 a-N, aKj--k a-i,,i-1,2

(A.7)を(20)に代入すれば,

(1+告 )a-i,--6,(a,-r-)-6,(fL,-fK,),j-1･2

(1+%)a-K,-Cj(a,-r-)･Oj(fL,守 K,),i-1,2
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が成立する.そして,(18)を使えば,(A.8)から

âLl… -(a-/P)OKlOl(a .1 戸)-(a-/8)OK161(TL1-TK.)

が得られ,(A.9)から

âK.≡(a-/B)OL.01(ibr r̂)+(aL/C)OL.61(TL.-TK.)

が得られる.

(21)′,(22)′の導出 :(A.8),(A.8)から(19)′を使えば次の2式が得られる.

aAL2…-OK262(a2- rA)-eK262(fL.2-fK2)

aAK2…OL262(由2一戸)+CL202(TL2-TK2)

数学付録 8

(6)′の導出 :(6)を全微分すれば次式になる.

βdPl+Plde-a-TL.u)Idol.+a-TK.71daK.+a-TL.aLldwl

+a-TK.aK.dr+a-u)laLITL.+a-rok.dTK.

(A.10)の両辺をCPlで割り,(18),(19)を使えば,

j5.-(a-/8)(OL.由1+OK.r̂)+(a-/8)(.OL.TL.+CK.TKl)-β

が導かれる.

数学付錬9

(5)から次の関係が成立する.

ElU'(7rl)α]-ElU'(7T.)]β-0
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(A.ll)を全微分すれば次式になる.

ElU"(7rl)(α-β)d7rl]-ElU'(7rl)]de-0 (A.ll)′

さらに P l…1に注意して(2)′を全微分すれば次式になる.

d7Tl-(1/a-)((α-β)dX.- XldC)

したがって,これを(A.ll)′に代入すれば次の関係が導かれる.

((ElU′′(ZTl)(α-β)](X./a-)+ElU′(7r.)]β)BA+(-ElU′′(7rl)(α-β)2](x./a-))x.-o (27)

数学付録10

(5)の定義式からβ>0,また(A.ll)から

ElU'(7T.)(α-β)]-0

が成立している.ここで,

U'(7rl*)(a*-8)-0

7rl*-P.a*Fl(Ll,Kl)-(TLIWIL.+TKlrKl)

(A.ll)′′

19)

を満たすようなαを,α*とおく.したがって(2)′と(A.13)から,次の関係が導かれる.

7r1-7Tl*-(α-α*)PIFl(Ll,Kl)

したがって,(A.14)から

7rl妻7rl*≠=⇒α享α*-β(複合同順)

19) (A.13)紘,(2)を満たすような7rl*の式である.
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の関係が成立する.

ここでArrow andPrattによる絶対的危険回避関数は次のように定義される.

U′′(7rl)
Ra(Hl)≡ - 下 町 (A.16)

またArrow andPrattに従って絶対的危険回避減少仮説の下では,(A.16)は単調減少関数

(Rl'(7rl)<0)だから,(A.15)と(A.16)から次の関係が成立する.

- 謁 -Ra(Hl)妻Ra(Hl･)- Nliwl*(複合同順,

したがって(A.17)から,すべての αに対して次の不等式が成立する.

U′′(7rl)(α-β)≧-Ra(7rl*)U'(7Tl)(α-β)

(A.17)

(A.18)

(ただし等号は α-α*のときのみ)ゆえに(A.18)に確率オペレーターを施し,かつ (A.ll)′′を使

えば,次の関係が導かれる.

ElU′′(7Tl)(α-β)]>-Ra(7rl*)ElU'(7rl)(α-β)]-0 (A.19)

したがってArrow andPrattによる絶対的危険回避減少仮説の下で,E[U"(7rl)(α-β)]>0の関

係が成立することが導かれる.
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